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与党、労働３法案の今国会成立断念、継続審議に
　報道各紙のインターネットニュースによれば、「自民、公明の幹事長、国対委員長が、６月２７日午前中に会談し、労働３法案の今国会成立を断念することを正式に合意。与党は、衆議院で継続審議とし、秋の臨時国会で成立をめざす」と報道しています。
残業代ゼロ法案・過労死促進法案であるホワイトカラー・イグゼンプションの法案提出を見送らせたことに続き、就業規則の変更で使用者の一方的な労働条件の不利益変更を認める労働契約法案の成立を阻止したことは、この間の私たちの運動の大きな成果です。
政府・与党は、今国会で、「最低賃金法改正案」を人質にとって、財界が要求する「労働契約法案」を成立させるために「労働基準法改正法案」とともに、一括して審議し、国会が１２日間延長されたことから、一括での強行採決をねらっていました。
　政府の塩崎官房長官は、与党に今国会で成立させたいと要請し、自民党の中川政調会長も６月２３日に北海道帯広市の演説会で今国会で成立させたいとのべていました。
　衆議院厚生労働委員会の定例日は、７月５日の国会会期末まで、６月２７日（水）と２９日（金）、７月４日（水）の３日間です。今日の６月２７日（水）が一括強行採決のタイムリミットとされていましたが、衆議院厚生労働委員会は、開催されませんでした。朝日新聞の報道によれば、自民党が野党の年金問題での追及を恐れて、委員会を開かないことを６月２６日の理事懇談会で提案したとしています。
　７月２９日投票の参議院選挙を目前にして、政府・与党は、５月の規制改革会議の最終報告や６月に出した経済財政諮問会議の「骨太方針２００７」でも、ホワイトカラー・イグゼンプションや「解雇の金銭解決」などの労働法制改悪を表面にだしていません。
　しかし、５月21日に政府の規制改革会議の再チャレンジワーキンググループが、労働時間や派遣労働の全面的な規制撤廃、金さえ払えば解雇が自由になる「解雇の金銭解決」の試行的導入、最低賃金の引き上げ反対など、労働法制の大改悪を盛り込んだ意見書を発表しました。参議院選挙後に財界の要望によって行おうとしている労働法制大改悪の本音が、この意見書にでています。
　引き続き、労働法制の大改悪に反対し、働くルールを確立するために、たたかいをいっそう強化していきましょう。そして、参議院選挙で財界の要求にそって労働法制の大改悪をたくらむ政党や国会議員に労働者・国民の審判を下しましょう。
166国会で成立した労働関係法案

○雇用保険法等（労災保険法改正含む）

○雇用対策法、
○地域雇用開発促進法

○短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（パート労働法）









